契　約　書（記載例）
○○株式会社（以下「甲」という。）を代表会社として、○×△コンサルティング株式会社（以下「コンサル会社」という。）と締結する業務委託契約（以下「別途契約」という。）における委託代金の支払等に関し、甲と□□株式会社（以下「乙」という。）及び■■株式会社（以下「丙」という。）、◇◇株式会社（以下「丁」という。）、◆◆株式会社（以下「戊」という。）、△△株式会社（以下「己」という。）は次のとおり契約を締結する。
（別途契約の概要）
　甲は、以下に定める業務をコンサル会社に別途契約により委託する。
（１）委託業務の名称　○○○○○コンサルティング
（２）委託業務の内容　事業用自動車の事故防止に資するコンサルティング
第１条　本契約の要領は次のとおりとする。
（１）支　　払　　　甲はコンサル会社と別途契約を締結し、その業務の対価○○○,○○○円を別途契約締結後○ケ月以内に支払う。
甲は、上記業務の対価の内○○○,○○○円を負担することとし、乙、丙、丁、戊、己は、甲に対し各々下記（２）に定められた負担額を別途契約締結後１ヶ月以内に甲に対して支払うこととする。
（２）負担金額　　　乙は別途契約業務の対価のうち○○○,○○○円を負担する。
　　　　　　　　　　丙は別途契約業務の対価のうち○○○,○○○円を負担する。
　　　　　　　　　　丁は別途契約業務の対価のうち○○○,○○○円を負担する。
　　　　　　　　　　戊は別途契約業務の対価のうち○○○,○○○円を負担する。
　　　　　　　　　　己は別途契約業務の対価のうち○○○,○○○円を負担する。
（３）支払遅延利息　乙、丙、丁、戊、己が、甲が前号（１）に定める期限までに支払を完了しないときは、甲は、支払うべき金額に対し、支払済みに至るまで、年○％の割合による遅延損害金を付すことができる。
（補助金の受領と按分）
第２条　甲は、別途契約期間終了後、国土交通省から補助金の交付を受ける。
２　甲は、乙、丙、丁、戊、己に対し、上記補助金を受領後速やかに前条（２）の負担額の割合に従って按分することとする。
（契約期間）
第3条 　本契約の期間は、契約締結日から平成２３年４月末日とする。
（秘密保持）
第４条　甲、乙、丙、丁、戊、己は、本契約に基づく契約の遂行上知り得た相手方の秘密について、第三者に漏洩してはならない。
２　本条の規定は、本契約終了後も有効に存続する。
　（期間内の解約）
第５条　甲、乙、丙、丁、戊、己は、本契約の期間内であっても甲、乙、丙、丁、戊、己いずれかの都合により本契約を解約しようとする場合は、その１ヶ月前までに、甲が解約しようとする時は乙、丙、丁、戊、己に対し、乙が解約しようとする時は甲、丙、丁、戊、己に対し、丙が解約しようとする時は甲、乙、丁、戊、己に対し、丁が解約しようとする時は甲、乙、丙、戊、己に対し、戊が解約しようとする時は甲、乙、丙、丁、己に対し、己が解約しようとする時は甲、乙、丙、丁、戊に対し、その旨を文書により通知する。
　ただし、本契約の解約が別契約による支所の責に帰さない事由によるときは、支払いを受けた負担金額は返還しない。
　（協議事項）
第６条　本契約に関し、前各条項に疑義を生じたとき、又は各条項に定めのない事項については、甲、乙、丙、丁、戊、己協議の上解決する。
　（管轄）
第７条　本契約により生じた紛争については、○○地方裁判所をもって第一審の専属管轄裁判所とする。
本契約を締結した証として契約書６通を作成し、甲、乙、丙、丁、戊、己は記名捺印の上、それぞれ１通を保持する。
平成　　年　　月　　日
                                甲　　東京都○○区○○丁目
株式会社○○
代表取締役社長　○○
　　　　　　　　　　　　　　　　乙　　東京都○○区○○丁目
株式会社□□
代表取締役社長　□□
丙　　東京都○○区○○丁目
株式会社■■
代表取締役社長　■■
丁　　東京都○○区○○丁目
株式会社◇◇
代表取締役社長　◇◇
戊　　東京都○○区○○丁目
株式会社◆◆
代表取締役社長　◆◆
己　　東京都○○区○○丁目
株式会社△△
代表取締役社長　△△
（上記内容については、あくまで記載例です。）
